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国連国際法委員会（United Nations International Law Commission: ILC）は、
「武力紛争に関連する環境の保護」（Protection of the Environment in Relation 
to Armed Conflicts）の議題に関する審議を2014年に開始した。本議題に関
し、ヤコブソン委員（スウェーデン）が予備・第2・第 3報告書を、ま






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































なる紛争も、Kolweziの大審裁判所（Court of Great Instance）で解決される
であろうことにさらに合意していた。英国裁判所は、しかしながら、「司
法の完全性への干渉の試み」が「どうやら広範かつその地方特有」であ
る状況に鑑み、コンゴ民主共和国は、「全ての当事者の利益にとって、ま
た司法の目的にとって、その事件が裁判され得るにふさわしい場」では
ないであろうと決定した。
（8） 国連内の人権条約機関もまた、個別国家の状況に関する自らのコメ
ントにおいて、その問題を取り上げてきた。例えば、人権委員会（訳者
注：市民的政治的権利に関する国際規約についてのもの）は、「自国領域
内かつ /又は自国管轄権内に住所を有する全ての商企業が、自らの業務全
般にわたって、市民的政治的権利に関する国際規約に従って人権基準を
尊重するという期待を明確に打ち出すこと」、並びに「海外で営業してい
るそのような商企業の活動の被害を受けてきた人々を保護するために提
供される救済を強化する適当な措置をとること」を関連当事国に奨励し
てきた。同様に、人種差別撤廃委員会は、土地、健康、環境及び適切な
生活水準が、海外展開企業の業務によって悪影響を受けてきた事例に注
意を喚起した。その文脈において、「［規約［訳者注：人種差別撤廃条約
のこと］違反が］当事国の外で行われた場合に、当事国の裁判所におい
て海外展開企業が有責とされることを妨げるいかなる障害も法の中に持
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ち込まれないことを確保すること」を関連当事国に奨励してきた。
（ 9） さらに、モントロー文書にも言及がなされ得る。同文書は、民間軍
事警備会社の本国が、国際人権法上有している義務に言及している。そ
のような義務を実効性あらしめるため、国家は、特定の状況において、
［民間軍事警備会社］及びその要員の関連不正行為を、防止し、調査し、
それに対する実効的救済を提供するために適当な措置をとる義務を有す
る。」
（10） 「犠牲者」という用語は、その健康又は生計手段が、草案の原則11
で言及された環境損害によって害されてきた人に言及している。環境損
害は、生命に対する権利や食糧に対する権利のような、他の人権にも影
響するかもしれない。「特に犠牲者のために」という句は、第1に、適切
かつ実効的な救済が、環境損害の犠牲者にとって利用可能とされるべき
であることを示している。第 2に、その句は、そのような救済が、国内
立法次第で、より広い基礎の上に利用可能となるかもしれないというこ
とを認めている。これは、自らの個別的な権利又は利益を主張できない
人々の環境的な協会又は集団による公益訴訟の場合かもしれない。さら
に、環境損害は、「犠牲者」という用語が通常使用されないであろう民事
請求も生じさせ得る。
（11） 「適切かつ実効的な手続及び救済」という言葉は、その性質上一般
的であり、「適当な場合には」という句と相まって、本規定を国内レベル
で適用するに際し一定の柔軟性を国家に許容している。
（12） 草案の原則11は、草案の原則10と同じ理由により、一般的に適用さ
れ得る規定として、第2部に置かれている。
